
【人権への負の影響の特定、分析、評価】

①定期的に人権インパクトアセスメントを実施
※実施手順の詳細は「人権報告書2023」を参照ください。

https://www.ana.co.jp/group/csr/effort/pdf/Human_Rights_Report_2023.pdf

②重要な人権テーマを特定

③ テーマごとに状況を定期的にモニターし、実際の労働者とも対話しながら、潜在的リスクの所在に
ついて分析を⾏う。

【適切な措置の実施】

① リスクの所在が想定される
企業とコミュニケーション

② ①の結果を踏まえた改善の依頼
③ ノウハウの提供等、

可能な範囲での改善サポート

【対応の実効性の追跡評価】

① 継続対話、ならびに改善状況を定期的に調査（実地、ヒアリング等）

【外部への情報提供】

①対応状況を適宜Webに開示
②開示情報をもとに、有識者等との

定期的な対話

人権デューディリジェンス・サイクル

下記のとおり、外部とのコミュニケーションを実施

・「人権報告書」やWEBを通じて一連の対応状況を開示
・対応状況を踏まえて専門家からの定期レビューを実施

下記を通じて、改善状況を継続的にモニター

・企業との対話や実地調査
・第三者による外国人労働者への直接インタビュー

下記複数手段を通じて情報収集、潜在リスクを分析。

・システムを活用したサプライチェーン上の外国人労働者の定期的な
雇用状況調査。
・苦情受付窓口「Ninja」を通じた、労働者からの懸念や苦情の受付。
・定期的な実地調査、アンケート、外国人労働者へのインタビュー。

⇒これまでに、人権侵害の可能性が疑われた事例の①〜⑤に対応
（詳細は次⾴以降をご確認ください）

「重要テーマ︓⽇本における外国人労働者の労働環境の把握」
に関して実際に実施しているデューディリジェンス・サイクル

追加で下記調査を⾏い、企業に改善を申入れ

・実地調査（事務所や工場等）
・第三者による外国人労働者への直接インタビュー

分析の結果を踏まえてアプローチ

対策の実効性を追跡適宜状況を外部に開示し、
コミュニケーション

社外とのコミュニケーションの結果を踏まえ、
必要に応じてサイクルの中⾝を⾒直し

【コミット】

① ANAグループ人権方針
② ANAグループ調達方針
③社会への責任ガイドライン

④外国人労働者を雇用する
際の注意点

⑤外国人労働者の雇用に
係るルール
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